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３．３本の政策と実現に向けたロードマップ

＜政策１＞
子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化



新規学卒者

33％

3,003人

民間企業等

勤務経験者

４％

340人

その他既卒者

５％

503人
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（出典）文部科学省「令和２年度公立学校教員採用選考試験の実施状況について」

（注１）「教職経験者」とは、公立学校教員採用前の職として国公私立学校の教員であった者をいう。

（注２）「民間企業等勤務経験者」とは、公立学校教員採用前の職として教職以外の継続的な雇用に係る勤務経験のあった者をいう。ただし、いわゆるアルバイトの経験は除く。

7,889人

7,589人

新規学卒者

47％教職経験者

45％

民間企業等

勤務経験者

３％

465人

その他既卒者

５％

750人

（令和２年度公立学校教員採用選考試験）

小学校

教職経験者

58％

5,286人

中学校 高等学校

教職経験者

56％

2,476人

新規学卒者

29％

2,996人

その他既卒者

9％

381人

民間企業等
勤務経験者

6％

251人

公立学校採用試験の採用者の採用前状況

公立学校の教員の採用前の職として、「教職以外」で継続的な雇用された勤務経験があった人は、３％～６％程度と
少数に留まる。

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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（出典）上図：1966年データ：昭和41年教員勤務実態調査、2016年データ：平成２８年度教員の勤務実態調査をもとに、年間を通じた１週間あたりの平均値を内閣府において推計 下図：TALIS2018

授業 授業準備 研修 事務作業 時間外勤務

国際的に見ても授業以外の負担が過大

OECDAve.

仕事時間の合計
小

中

OECDAve.

小

中

授業時間 授業計画準備

OECDAve.

小

中

課外活動（部活含む）

OECDAve.

小

中

OECDAve.

小

中

OECDAve.

小

中

事務作業

（単位：時間／週あたり）

小学校

中学校

課外活動（部活含む）

（単位：時間／１ヵ月あたり）ここ50年で大きく変わった教師の仕事内容（1966→2016）【推計】

日本の教師の仕事内容の変化・現状①

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化

職能（研修等）
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高度な質の高い教育を提供する上で不足していると感じるリソース（校長アンケート）

社会の変化とともに肥大化してきた学校の役割（イメージ）

OECDAve.

小

中

支援職員

※国際比較で特に不足感が顕著であった項目

OECDAve.

小

中

特別な支援を要する児童生徒への
指導能力を持つ教員

（単位：％）

児童生徒と過ごす時間

OECDAve.

小

中

Before

Now

授業

生徒指導 部活動 学校行事

生徒指導 部活動 学校行事

授業

小学校英語、プログラミング教育、ＡＩリテラシー教育、ESD、環境教育、人権

教育、地域・郷土教育、国際理解教育、主権者教育、消費者教育、情報モ
ラル教育、放射線教育、伝統文化教育、スマホ教育、ＩＣＴ教育、データ・リテ
ラシー、デジタル・リテラシー、平和教育、性教育、LGBT教育、食育、健康教

育、安全教育、知的財産教育、租税教育、金融教育、法教育、防災教育、
海洋教育、アントレプレナーシップ、交通安全、多文化共生教育、ＮＩＥ（新聞
活用）教育、オリンピック・パラリンピック教育・ヒアリ教育 etc

心理・福祉面の支援

通学路の安全点検

学校外での生徒指導

保護者対応

特別支援教育

学校評価・
外部への説明責任

熱中症対応

感染症対策

アレルギー対応

・・・etc.

社会の進展、家庭・地域の教育力低下、地球環境の変化

（出典）TALIS2018

日本の教師の仕事内容の変化・現状②

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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（出典）文部科学省「令和2年度地方教育費調査中間報告」「平成30年度子供の学習費調査」をもとに内閣府において作成。上記の「学校運営費」とは、消費的支出のうち人件費を除いた支出額、「施設、設備・備品等費」は
資本的支出の額を計上している。端数処理をしているため、合計値に誤差が生じている場合がある。
※ミクロの円グラフは国全体の人件費から共済費、恩給、退職手当等は除き、さらに債務償還費は除いた上で、全公立小中学校数で小学校費と中学校費を別々に割り戻した場合の小学校１校分、中学校１校分の合計額に

小中学校１校当たり教科書購入費を加えて算出。
※上記の人件費のうち、市町村に係る分については、指定都市立小中学校の教職員の給与費を含む。

＜負担主体別割合＞＜使途別割合＞

授業に使う消耗品や特別活動のための経費などの教育
活動費、学校事務経費、教科書購入費、施設の維持・
管理費、光熱水費、負担金など

年間5.2億円

教員、事務職員、教
育補助員、用務員、
学校栄養職員など教
職員の給与など

・土地の取得、施設の建設、大規模な改修、設
備・備品、図書購入など

ミクロMicro

１小中学校あたり
（イメージ）

国や自治体が負担する教育費＜義務教育：公立小中学校＞
３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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（出典）平成３０年度子供の学習費調査（文部科学省）を参考に、内閣府・経済産業省、ボストンコンサルティンググループ（BCG）において作成。教材費とは、教科書費・教科書以外の図書費、学用品・実験実習材料費の計（以下同じ）。
*柳澤靖明・福嶋尚子 (2019) 『隠れ教育費』; 幅があるものは以下で想定: 修学旅行は40,000円、ドリルは1冊300円、上履きは1,750円、体操服は上下で夏4,000円・冬7,000円と想定。

年間32万円

公立小学校

旅費（修学旅行・遠足・見学費）

通学費/通学用品費

学級/生徒会費･PTA会費

教材費

教科外活動費

制服

学校給食費

その他の学生納付金・寄附金・その他

106,830

旅費

教材費 図書費

その他

通学費/
通学用品費

6,667

667

1,800

11,000

1,250

875

417

667

383

583

250

633

6,667

667

200

40,000

4,000

10,800

66,000

7,500

5,250

2,500

4,000

2,300

3,500

1,500

3,800

40,000

4,000

1,200

修学旅行*

辞書 (国語/漢和)*

ドリル (計算/漢字)*

体操着 (夏冬2着/3セット)*

体育館シューズ (3足) *

上履き (3足)*

算数セット*

書道道具*

理科実験セット*

鍵盤ハーモニカ―*

ソプラノリコーダー*

裁縫道具・ミシン縫いセット*

ランドセル*

帽子 (含: 防災頭巾)*

名札 (6個) *

支出 (例) 総金額例 (円) 年換算額 (円/年)

 公立であっても、保護者は10万円以上／年間、学校

教育費や学校給食費を支出している。修学旅行、ラ
ンドセルに加え、教材費諸々を負担。

 教材の共用化やランドセルの軽量化を兼ねた廉価な
リュックへの切り替えなど、自治体や学校における取
組も見られる。

GIGA端末は自治体が

整備（国の補助金活
用）しているため、家庭
は負担していないケー
スが多い。

10.7万円

ミクロMicro

家庭

家庭が負担する教育費＜公立小学校＞

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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年間49万円

公立中学校

 公立であっても、保護者は18万円以上／年
間、学校教育費や学校給食費を支出。

 修学旅行・遠足・見学費、教科外活動費（部活
動等）の負担が特に大きい。

旅費（修学旅行・遠足・見学費）

学級/生徒会費･PTA会費

教材費

教科外活動費 (含: 部活動)

通学費/通学用品費

制服

181,906

学校給食費

旅費

教材費 図書費

その他

教科外活動費
(含: 部活動)

通学費/
通学用品費

修学旅行** 66,200 22,067

芸術鑑賞 (3回) ** 3,000 1,000

資料集 (理科・社会×3) ** 4,800 1,600

問題集 (五教科×3) ** 7,500 2,500

模試 (1回) ** 1,500 500

体操着 (夏冬2着)** 22,000 7,333

体育館シューズ (1足)** 2,500 833

上履き (3足)** 5,250 1,750

彫刻刀** 1,000 333

アルトリコーダー** 2,500 833

技術実習キット** 6,500 2,167

美術セット** 4,000 1,333

部活動* 43,962 14,654

林間学校** 35,000 11,667

通学バック** 8,000 2,667

通学シューズ** 3,000 1,000

紙辞書 (国語・漢和) ** 4,000 2,000

電子辞書*** 30,000 10,000

支出 (例) 総金額例 (円) 年換算額 (円/年)

（出典）平成３０年度子供の学習費調査（文部科学省）を参考に、内閣府・経済産業省、ボストンコンサルティンググループ（BCG）において作成。
*上記の支出（例）の試算では、部活動は教科外活動 (87,924円)の半分は占めると仮定
**柳澤靖明・福嶋尚子 (2019) 『隠れ教育費』: 資料集は1冊800円、問題集は各教科500円、体操服は上下で夏4,000円・冬7,000円、美術セットにはポスターカラーとアクリルガッシュが含まれると想定。
***カシオ エクスワード 学校専用モデル AZ-SV4750eduを想定。「電子辞書」は、中・高のみ保有率に鑑み、「教材費」に組込み。

ミクロMicro

家庭

18.2万円

GIGA端末は自治体が

整備（国の補助金活
用）しているため、家庭
は負担していないケー
スが多い。

その他の学生納付金・寄附金・その他

家庭が負担する教育費＜公立中学校＞
３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化



ミクロMicro

１高校あたり

27

年間5.6億円
全日制高校のイメージ

授業に使う消耗品や特別活動のための経費などの教育
活動費、学校事務経費、施設の維持・管理費、光熱水
費、負担金など

• 土地の取得、施設の建設、大規模な改
修、設備・備品、図書購入など

• 情報端末は公費・家庭負担のいずれか
は自治体によって異なる。 教員、事務職員、教

育補助員、用務員、
学校栄養職員など教
職員の給与など

※ミクロの円グラフは国全体の人件費から共済費、恩給、退職手当等は除き、さらに債務償還費は除いた上で、高等学校数（全日、課程を１校としてカウントした場合は3,386校）で割り戻して算出した。

（出典）文部科学省「令和2年度地方教育費調査中間報告」をもとに内閣府において作成。上記の「学校運営費」とは、消費的支出のうち人件費を除いた支出額、「施設、設備・備品等費」は資本的支出の額を計上している。端数処理をしているため、
合計値に誤差が生じている場合がある。

公立学校の財政構造＜公立高校（全日制）＞

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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（出典）平成３０年度子供の学習費調査（文部科学省）を参考に、内閣府・経済産業省、ボストンコンサルティンググループ（BCG）において作成。 「高校授業料」は無償化政策を踏まえ、上記の支出（例）の試算では除外。

年間46万円

公立高等学校

 公立であっても、保護者は28万円以上／年間、学校
教育費を支出している。

 通学費／通学用品費、教材費、教科外活動費（部活
動等）、と負担が大きい。

学級/生徒会費･PTA会費

旅費（修学旅行・遠足・見学費）

教材費

教科外活動費 (含: 部活動)

通学費/通学用品費

制服

280,487（授業料25,378を除く場合は255,109）

会費

図書費

その他

教材費

80,000 26,667

学級・児童会/生徒会費* 61,155 20,385 

PTA会費* 20,967 6,989 

模試 (3回) ** 4,500 1,500

体操着** 22,000 7,333

上履き (3足)** 5,250 1,750

体育館シューズ** 2,500 1,250

教科外活動費
(含: 部活動)

部活動* 30,000 10,000

通学費/
通学用品費

交通費* 38,176 12,725

電子辞書*** 30,000 10,000

修学旅行*旅費

教科書・副教材**** 63,000 21,000

支出 (例) 総金額例 (円) 年換算額 (円/年)

ミクロMicro

家庭

その他の学生納付金・寄附金・その他

*上記の支出（例）の試算では、修学旅行は第2学年の旅費89,523円の大部分を占めると想定。部活動は教科外活動費40,427の大部分を占めると想定。交通費は高校と中学の差分として算出。
**柳澤靖明・福嶋尚子 (2019) 『隠れ教育費』, ***カシオ エクスワード 学校専用モデル AZ-SV4750eduを想定。「電子辞書」は、中・高のみ保有率に鑑み、「教材費」に組込み。 ****県立高校の一例を参考

授業料

高校の端末整備は、
各自治体において公
費負担・家庭負担の
対応が分かれている。
※令和2年度補正予
算において、低所得世
帯の高校生への貸与
等を目的とした自治体

への支援を実施。

家庭が負担する教育費＜公立高等学校（全日制）＞

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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（出典）上図：令和３年度学校基本調査（速報値）をもとに内閣府において作成
下図：令和２年度学校基本調査をもとに内閣府において作成

～１自治体が何校学校を設置しているか～ 設置学校数の自治体数割合

～１学校に何人子供が在籍しているか～ 在籍児童生徒数の学校数割合

１小学校１中学校のみ設置している自治体は１割超（13％226自治体）

小学校・各学年８人未満 、中学校・各学年１６人未満となる学校の割合は、小中ともに約１割

令和３年度学校基本調査（速報値）をもとに内閣府において作成

各地における学習環境の違い

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策１】子供の特性を重視した学びの「時間」と「空間」の多様化
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３．３本の政策と実現に向けたロードマップ

＜政策２＞
探究・STEAM教育を社会全体で支えるエコシステムの確立
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（注）高専一覧に国立大学をプロットしたもの。地図上の名称は高専の名称。国立大学の名称は省略。東京都の密集エリアはプロットの省略あり。

金融
機関

自治体

経済
団体

 高等専門学校（計57校）では、学んだことを応用する能力を身に付
けるため、理論だけでなく実験・実習に重点が置かれた学びを展開。

 学科は、大きくは工業系と商船系に分かれ、工業系は、機械工学
科、電子工学科、電子制御工学科、情報工学科、物理工学科、建
築学科、環境都市工学科などがある。

大学等

※既存の産学官（金）連携のコンソ―シア

ムやプラットフォーム、総合教育会議（首
長+教育委員会）の活用も

群馬県

高専の分野別学科数

岡山県

釧路

旭川

苫小牧

函館

八戸

秋田

一関
鶴岡

沖縄

長岡 福島

茨城

木更津

東京

小山群馬

長野

沼津豊田

福井

石川

岐阜

都城鹿児島

佐世保
大分

高知有明

北九州

鈴鹿

鳥羽商船

和歌山

舞鶴

明石

米子
松江

阿南

奈良

津山

宇部 徳山

大島商船

呉
広島
商船

弓削
商船

仙台

富山

香川

熊本

神戸市立

大阪府立大学

東京都立産業技術
サレジオ

国際

近畿大学

国立高専
公立高専
私立高専

久留米 新居浜

国立大学

スーパーサイエンス
ハイスクール（SSH）

岡山大学

津山高専
群馬高専

群馬大学

専門高校

探究・STEAM教育を進める上で連携可能な地域資源の例（国立大学法人、高等専門学校、SSH、専門高校等のプロット図）

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策２】探究・STEAM教育を社会全体で支えるエコシステムの確立
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黒字：都道府県内SSH指定校数
グローバルサイエンスキャンパス（GSC）実施機関

ジュニアドクター育成塾実施機関

女子中高生の理系進路選択支援プログラム実施機関

 理数分野で特に意欲や突出した能力を有する全国の小中学生を対象に、大学等が
特別な教育プログラムを提供し、その能力等の更なる伸長を図る。

 地域で卓越した意欲・能力を有する高校生等の幅広い発掘、及び、選抜者の年間
を通じた高度で実践的講義や研究を実施する大学を支援。併せて、国際性・専門
性の観点から幅広い視野を付与。

 女子中高生の理系分野への興味・関心を高め、適切に理系進路を選択することが
可能となるよう、大学・高専等を含めた連携機関等が実施するシンポジウムや出前
講座、進路選択に大きな影響を与える保護者や教員向けの取組を推進。

小学校の先生
の授業
4% 中学校の先生の

授業 9%

高校の先生の
授業
22%

両親や兄弟姉妹など近
親者の影響

22%日本の科学者の活躍を知って
2%

世界の科学者の活躍
を知って 1%

自身の自然体験
や気づき
21%

あてはまるものがない
19%

出典：日本ロレアルによる「理系女子学生の満足度に関する
意識調査」（平成26年8月）

（参考）女子学生が理系の進路を選択した理由

グローバルサイエンスキャンパス

ジュニアドクター育成塾

女子中高生の理系進路選択支援プログラム

ジュニアドクター育成塾実施機関における
ノーベル賞受賞者との実験

喜界島

大学等が児童・生徒等に特別な教育・研究プログラムを展開している例

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策２】探究・STEAM教育を社会全体で支えるエコシステムの確立
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異なるテーマが複数設定される場合、
連携先の調整や伴走する教員の研究
テーマの深堀などがそれぞれ必要に
なるため、教員の人手や調整時間も
かることが想定される

普通科専門学科

学校全体で探究タイプ
個人の関心テーマで

探究タイプ

コーディネート人材が中心となり教員
と協働として、学校全体、クラス全体
で探究活動を進め、全体の企画や
外部機関との連携方策を検討

STEAMライブラリー等のオンラインコンテンツ

必要となる
リソース・取組

探究タイプ

各教員が子供たちの興味関心に基
づき探究に伴走。

オンラインやリアル対面での大学、
企業、研究機関等との連携。

既に専門性に基づいた
探究的な学びを実施

コーディネート人材の配置が必要

※総務省の事業「地域プロジェクトマネージャー」の補助上限額を参考

（試算：各学校１人配置）
650万円※×3550校（全公立高校）

＝230億円／年間

手厚い教員配置が必要

【公立高校の標準的な教職員数】

学校間連携による分野横断
的な探究や、技能の強化等

普通科に比べて人的措置が手厚い。

探究的な学びや地域連携等も進ん
でいる傾向。

※高校標準法による算定

収容定員

201～240（6学級）

561～600（15学級）

専門学科
（工業科の場合） 普通科

21名

教員 17
実習助手 1
その他 3

43名

教員 37
実習助手 1
その他 5

33名

59名

教員 23
実習助手 6

その他 4

教員 45
実習助手 8

その他 6

専門学科を設置する学校数1972校 普通科を設置する学校数3733校

STEAMや探究活動などを進める上で、

多様な主体と連携する学びを実現するために必要な全体のボリュームイメージ【高等学校】

３．３本の政策と実現に向けたロードマップ【政策２】探究・STEAM教育を社会全体で支えるエコシステムの確立
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